
 

 

 

前市議 森ケイ子 電話/Ｆax 57-2753 

前市議 東よしき 電話/Ｆax 54-7977 

＊困り事は早めにお気軽にご相談ください 

主な申し入れ項目 

１．不要・不急の事業を中止延期し、その

財源で市独自のコロナ対策を行うこと。 

２．特別定額給付金が一刻も早く必要な方

の手元に届くよう体制を強化すること。 

３．県の休業要請協力金の支給要件から外

れた事業所に対して、独自の協力金を支

給できるようにすること。 

４．水道基本料金の減額は半額ではなく、

全額無料にすること。 

５．就学援助受給世帯に対して、昼食代金

を補助すること。 

６．DVや虐待について相談体制を充実さ

せること。 
 

一刻も早く給付金が

必要な方、ご自分で申請

書をダウンロードでき

ない方は党議員団まで。
（市役所２階の秘書政策課窓口

でも申請書を希望者に配布して

います） 
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緊急事態宣言の解除が取りざたされる中、５月12日から江南市議会５月臨時会が開

かれました。議長人事、議員の委員会所属等と共に10万円の特別定額給付金など新型

コロナウイルス対策を盛り込んだ補正予算の審議が 

おこなわれました。 

１. 特別定額給付金 （国事業） 101億8,556万円 

一人１０万円の給付。世帯主の口座に振り込まれる。 

（申請方法、給付の時期など詳しくは下記） 

２. 子育て世代への臨時特別給付金 （国事業） 1億4,078万円 

児童手当受給者に対し、対象児童1人につき1万円を給付（７月上旬給付予定） 

３. 新型コロナウイルス感染症対策協力金 （県と市の事業） 3億5,620万円 

休業要請期間中（４月１７日から５月6日）に休業の要請に応じた遊興施設、飲食

店などの中小企業及び個人事業主に対し、県と市で５０万円を交付。（市負担25万円） 

 

貧弱な江南市独自の支援策。多方面の追加拡充が必要です 
 

６、水道料金減額（例、２か月分） ＊水道料金は今年度、平均18％値上げを決

定していたため、基本料金を半額にしても、ほとんどの家庭で値上げとなります。 

口径（ｍｍ） 使用料（㎥） 昨年度の料金 今年度減額後料金 減額廃止後料金 

１３ ４０  ４２９０円   ４３４５円 ４９５０円 

２０ ４０  ４２９０円   ４５１０円 ５２８０円 

 

 

日本共産党議員団は4月27日、市長

に対し、二度目の緊急の申し入れを行い

ました。詳細は議員団HPを。 
 

１、特別定額給付金（1人１０万円） 

申請方法 

① オンライン申請 

マイナンバーカード所持者が可能 

受付開始 ５月１日 

給付開始 ５月２９日（早ければ５月２２日） 

② 申請書ダウンロード方式 

パソコンから申請書をダウンロードして記入し、

郵送で市役所に郵送する。（郵送代必要） 

受付開始 ５月２日 

給付開始 ５月２９日（早ければ５月２２日） 

③ 郵送申請方式 

市が郵送した申請書に記入し、返信用の封

筒で市へ郵送する。（郵送代不要） 

郵送予定 ５月２６日〜２８日 

受付開始 ５月29日 

給付開始 ６月中旬 （早ければ上旬） 

４、江南市飲食店応援事業 

申請方法 

定額給付金の申請書と一緒に送られてくる申請書

に店舗のレシート等（利用日、店舗名、住所、金

額と持ち帰り、配達がわかるもの）、口座番号確認

書類を添付し、専用箱に入れる。 

専用箱の設置場所 

市役所、各支所、商工会議所、老人福祉センター 

すいとぴあ、保健センター、環境事業センター 

＊特別給付金の返信に同封又は別便で商工課に郵 

送（郵送代必要）も可能 

国臨時交付金の大幅増額求め、市財源

も投入し、きめ細かな独自支援を 
補正予算の財源は、県・市事業、市単独事業ともに、ほ

とんど国からの臨時交付金（2億2,546万円）を充てて

います。江南市への交付予定限度額は２億6,900万円。  

5月末頃までに、臨時交付金を活用した市のコロナ対策実

施計画を国に提出することになっています。苦しむ市民、

市内業者の実情に即したきめ細かな応援施策の立案、迅速

な実施へ、市も議会も結束してあたるときです。 

５月 

臨時議会 

４. 江南市飲食店応援事業  5,203万円 

市内の飲食店で持ち帰り、配達が可能な商品を対象期間内（６月

１日〜８月31日）に5,000円以上購入した世帯に対し1,000

円を給付。１世帯１回限り（詳しくは下記） 

５. 情報教育推進事業  366万円 

小学校１年生から６年生までの５教科をパソコンやスマートフォ

ン等で学習できる支援ソフトを全小学校に導入する。 

6. 水道料金の減額  半年間、基本料金を半額に  

水道料金の基本料金を５・６月利用分から半年間50％減額。減

額は計約7,400万円、水道事業会計の中で負担。2カ月で、口

径13ｍｍの場合605円、20ｍｍの場合770円の減額。  
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